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研究成果の概要（和文）：現代日本では、多くの地域で人口減少と高齢化が進み、その持続可能性が危ぶまれて
いる。本研究では、そのような事態を引き起こした少子化のメカニズムを明らかにするために、人口移動や地理
的条件の影響を検討した。その結果、日本の少子化は外国人の流入では緩和できる見込みが乏しいこと、人口移
動が東京大都市圏の少子化を加速させているとは必ずしも言えそうにないこと、日本では例外的に高い出生率を
示す沖縄県は日本の少子化対策のモデルになりにくいこと等が明らかになった。これらの検討に加えて、少子化
が今後の地域社会に及ぼす影響についての理解を促すために、地域別将来人口推計の基礎から応用までを取りま
とめた書籍を刊行した。

研究成果の概要（英文）：With many of subnational areas undergoing accelerated depopulation and 
population aging, there have been growing concerns about the future sustainability of population 
reproduction at the regional level in Japan. This study investigated the spatial aspects of low 
fertility rates in Japan. The main results are summarized as follows:(1) we confirm that the 
fertility rate of foreigners has suppressed the TFR in most prefectures despite the recent growth in
 the foreign population; (2) we suggest that the lower fertility rate of the Tokyo Metropolitan 
Areas cannot be largely attributed to in-migrants from other part areas of the country; (3)we found 
that Okinawa Prefecture’s experience with regard to fertility does not offer an appropriate 
pro-fertility policy model for the mainland Japan.
In order to facilitate solid understanding of these issues in an era of low fertility, we have 
published a book on the methodology of subnational population projections for practitioners and 
researchers.

研究分野： 人口地理学

キーワード： 出生　人口移動　結婚　個票データ　地域

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究の学術的な意義は、第一に、従来利活用が進んでいなかった政府統計の個票データを人口地理学的な研究
に活用したこと、第二に、少子化を人口移動や地理と関連付けることで従来の少子化の議論の射程を拡げたこと
である。
本研究の社会的意義は、第一に、研究成果から得られる政策的な含意を示したこと、第二に、少子化が今後の地
域社会に及ぼす影響を検討する上で必要な情報を書籍やデータの形で公表したことである。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
（1）多くの地域が人口減少と高齢化に直面する現代日本では、地域の持続可能性を高めるため
の各種施策の再構築が急務となっている。しかし同時に、こうした事態を引き起こした低出生率
のメカニズムの解明も必要である。 
 
（2）日本の低出生率のメカニズムに関する研究には既に一定の蓄積がある。その中で注目され
たテーマの 1 つが出生率の地域差に関する研究であった。ただし、利用可能なデータが国勢調
査などの集計データに限られていたため、十分な検討が進んでいなかった。そうした中で、欧米
諸国を中心に、個人単位の調査データ(以下、個票データ)の豊富な蓄積と分析技術の発展に支え
られて、地理学的な観点を前面に出した新しい出生研究が実施されるようになった。この新しい
方法論を用いることで、日本の出生率の地域差やそのメカニズムの解明に迫ることができる可
能性がある。 
 
２．研究の目的 
（1）本研究では、多くの地域で人口減少と高齢化が進み、その持続可能性に懸念をもたらすこ
とになった少子化について、人口移動や地理的条件の影響を明らかにすることを試みる。 
 
（2）地域の持続可能性に対する社会的な関心が高まっている状況を踏まえ、得られた成果を地
方創生や少子化対策の担当者である実務家など、広く社会に還元することを視野に研究を進め
る。 
 
３．研究の方法 

本研究では、従来の地理学ではあまり活用されてこなかった政府統計調査や大規模社会調査
の個票を積極的に用いる。とくに政府統計調査の個票は、いわゆる新統計法(2009 年施行)によ
って利用可能性が高まったものであり、とりわけ厚生労働省が所管する人口動態調査、人口移動
調査、全国家庭動向調査、出生動向基本調査を積極的に活用する。この他、国勢調査などの政府
統計調査の集計データも積極的に活用する。 
 
４．研究成果 
（1）日本では、1980 年代以降に外国人の増加が進んでおり、人口動態に影響を及ぼしている可
能性がある。ただし、外国人は特定地域に集住する傾向があるため、人口動態への影響は地域に
よって異なる可能性がある。そこで、外国人の集住についての検討を進めるとともに、都道府県
別にみた外国人の自然動態とその影響について、1990 年から 2015 年の期間を対象に分析した。
分析の結果、いずれの都道府県においても外国人の自然動態の影響は限定的であるものの、外国
人の国籍構成と地域分布の特徴が、外国人の自然動態の地域差に反映されていることが確認さ
れた。出生に関しては、東海・北関東などの 1990 年代以降にブラジル人の増加を経験した地域
では、外国人の出生率が比較的高く、その影響も拡大するなど、いわゆるニュー・カマーの定住
化の進展による効果がみられた。しかし同時に、近年はほとんどの都道府県で外国人は総人口の
合計出生率を引き下げる効果をもつことも確認された。アジア諸国からの留学生をはじめ拡大
を続ける若年の外国人について、今後、その定住化の動向および人口再生産への影響を注意深く
検証する必要性があるものの、現状では外国人の流入が日本全体の出生率ならびに出生率の地
域差に及ぼす影響はかなり限定的であることが明らかになった。 
 
（2）国内人口移動数は全体としてみると減少傾向にあるが、依然として東京圏への転入超過が
続いており、その背後に東京圏からの転出数の減少があることが指摘されてきた。こうした状況
を踏まえて近年の非大都市圏出身者の Uターン移動について検討を進めた。その結果、年齢層別
のＵターン率が最も高い 20～30 代の若年層において、近年、男女ともに 5 年Ｕターン率の低下
がみられた。この若年期の 5 年Ｕターン率の推移を属性別に分析すると、Ｕターン率が最も高
い未婚者および大卒者（大学院修了者を含む）で低下しており、この傾向は男性において比較的
強いことが示された。また、配偶関係別のＵターン移動については、これまで配偶者と同じ出身
県であった場合の効果が指摘されてきたが、若年期のＵターン率は未婚者において顕著に高い
ことから、Ｕターン移動の発生時には未婚であるケースが大半であることが示唆された。このよ
うに、人口移動は個人のライフコースとも密接に関わっていることが改めて確認された。そこで、
人口移動と家族形成行動の関係性を視覚化・類型化するために、15 歳から 40 歳までの移動経歴
と初婚発生の関係について系列分析を行った。回帰木分析による類型化の結果、上位 2 位まで
の類型は男女ともに 1940～50 年代以前生まれの「皆婚」世代の移動経歴・初婚発生パターンで
あったが、3位以降の類型では、男性は「地元就職・U ターン就職型」で比較的学歴が低く未婚
率が高い類型が上位に位置する一方で、女性は比較的学歴が高く未婚率も高い「就職時移動・他
県就職型」の移動類型が上位に位置するといった男女による違いがみられた。それらを踏まえる
と、少子化を牽引する世代である 1960～70 年代生まれは、それ以前の世代に比べて、大都市圏
出身者の割合が比較的高く、かつ晩婚化、未婚化が進展していることから、年齢別にみたライフ
コースの多様化が進んでいた。また、高学歴化は非大都市圏から大都市圏への移動を伴うためラ
イフコースの多様化を促し、また、安定かつ高収入の職に就く可能性が高いため、男性では 40



歳時点での未婚化を抑制するものの、女性ではむしろ未婚化が進む結果となっていた。今後は人
口移動を含む主要なライフコース別に、結婚や出生の確率にどのような差がみられるのかを検
討する必要がある。 
 
（3）政府統計の集計データを観察すると、東京圏への人口集中と低い出生率があいまって日本
の人口減少を加速させていることが示唆されるものの、東京圏の低い出生率と転入超過との間
との関連性や、こうした人口移動が非東京圏や全国の合計出生率にいかなる影響をおよぼして
いるのかは十分に検討されていない。そこで、東京圏と非東京圏、全国の結婚出生力に対する人
口移動の影響を検討した。その結果、次のようなことが明らかになった。東京圏の結婚出生力は
非東京圏よりも低かった。その背後には、非移動者や圏内移動者の結婚出生力の地域差があった。
また、東京圏の転入者と非東京圏の転入者の結婚出生力は東京圏の非移動者や圏内移動者と同
水準であったのに対し、非東京圏の非移動者や圏内移動者よりも低かったため、転入超過となる
東京圏の結婚出生力は人口移動によってほとんど変化しない一方で、転出超過となる非東京圏
の結婚出生力は上昇するというメカニズムがみられた。さらに、属性を統制した場合、非東京圏
の転入者の結婚出生力は東京圏の非移動者や圏内移動者よりも高く、東京圏の転入者の結婚出
生力は非東京圏の非移動者や圏内移動者と同水準であったことから、人口移動は全国の結婚出
生力を上昇させていた。このような結婚出生力に対する人口移動の影響は 1940-1949 年や 1950-
1959 年出生コーホートに顕著であった一方で、1960-1969 年出生コーホートでは上記のメカニ
ズムに加えて移動者の結婚出生力が非移動者より低くなる傾向があり、人口移動は地域差を保
ちつつ東京圏、非東京圏、全国の結婚出生力を低下させていた。これらの結果は、結婚出生力と
人口移動の関係は単純なものではなく、非東京圏から東京圏への人口移動を抑制し、東京圏から
非東京圏への人口移動を促進すれば東京圏、非東京圏、日本の結婚出生力が上昇するであろうと
安易に推論してはならないことを示すものである。また、結婚出生力を低下させる効果としては
人口移動よりも結婚年齢の方が大きかったことから、結婚出生力の規定要因として人口移動の
影響は相対的に小さく、人口移動を促進ないし抑制することによる日本の結婚出生力への効果
はかなり限定的であると考えられる。 
 
（4）上述のように、東京圏の低い出生率と転入超過との間との関連性や、こうした人口移動が
非東京圏や全国の合計出生率にいかなる影響をおよぼしているのかは十分に検討されていない。
そこで、東京圏と非東京圏、全国の結婚力に対する人口移動の影響についての検討を試みるため
に準備を進めた。また、上記の（2）の課題を踏まえて移動経験が結婚力に及ぼす影響について
も検討を試みるために準備を進めた。ただし、基礎的な資料の整理にとどまっており、本科研の
終了までに十分な成果を得ることはできなかった。この点については、引き続き検討を重ねてい
く必要がある。 
 
（5）日本の出生率は世界の中では低い水準であるが、地域別に出生率を観察すると、人口の置
換水準の出生率と同程度の地域もみられる。とりわけ九州・沖縄地方の島嶼部にそうした地域が
多いため、それら地域の人口変動について基礎的な分析を行った。また、県全体の出生率が人口
の置換水準の出生率と同程度の沖縄県を対象として、本土（沖縄県以外の 46 都道府県）よりも
出生率が高くなるメカニズムを検討した。その結果、沖縄県の出生率が本土よりも高いのは、沖
縄県に特有の文脈効果の影響、具体的には、多くの子どもを持つことを望ましいとする価値観、
結婚前に子どもを授かることへの寛容さ、家系継承が父系の嫡出子に限定されるという家族形
成規範の 3 つの家族観が出生行動に影響を及ぼし、沖縄県の有配偶女性の子ども数が多くなる
からであった。また、沖縄県における 3つの家族観の内実にゆらぎがみられること、所得水準や
待機児童などの出生に関連する沖縄県の社会経済状況が本土より劣位にあることを踏まえ、沖
縄県の合計出生率が今後低下して本土の水準に近づく可能性があることを考察した。さらに、こ
れらの結果は少子化対策に悩む日本政府の政策にとって、沖縄県の状況を参考にすることは難
しい反面、本土と沖縄県のいずれでも理想子ども数の実現を阻む社会経済的な困難が存在する
という共通点があることを考慮するならば、地理的に多様な現実を受容しながら出生に関連す
る社会経済状況を改善することが日本の少子化対策において重要であることを示唆するもので
ある。 
 
（6）日本のように結婚と出生との関連性が強い社会では、出生力のみならず結婚力や結婚出生
力に分けて検討することが行われている。上記の（2）〜（5）の研究では、結婚力や結婚出生力
を結婚確率や夫婦の平均子ども数の形で分析しており、マクロ指標である合計出生率（TFR）と
比較可能な指標での検討は行えていなかった。そこで、ミクロデータを利用することで期間合計
結婚出生率（TMFR）という TFR との比較可能な指標を開発し、その趨勢を検討した。当初は、地
域別に同指標を作成することも検討したが、分析に用いたミクロデータのサンプル数の制約に
より統計的に安定した地域別の指標作成は断念せざるを得ず、人口集中地区と非人口集中地区
に分けた指標作成にとどまった。その結果、第 1に、TMFR は TFR と同様 2005 年前後を境に反転
上昇を示していた。第 2 に、都市部居住者や高学歴男女、リベラルな性別役割意識を持つ女性
など、かつては夫婦出生力が抑制されていた集団において、2000 年代以降 TMFR の上昇が顕著に
見られた。第 3に、不妊治療経験のある妻の TMFR 上昇が近年著しかった。こうしたことから、



都市部在住や高学歴男女が直面していた家族形成に関するコンフリクトが両立支援などの社会
的サポートあるいは生殖補助技術によってある程度解消されてきており、出生力変動モデルに
おける第 2 フェーズ（超低出生力社会）からの脱却が示唆された。ただし、期間出生力指標は
タイミングの影響を強く受けるため、それ以前の産み遅れのキャッチアップや当時の好況によ
る出産の前倒しなど、テンポ効果を含んでいる可能性がある。また反転後の第 3フェーズ（緩低
出生力社会）における到達レベルが人口の置換水準付近なのか、それを下回るのかによって将来
の人口状況は大きく異なるため、引き続き精度の高い指標による観察が必要である。 
 
（7）社会貢献に向けた試みとして、主として実務家や研究者に向けて地域別将来人口推計の基
礎から応用までを取りまとめた書籍を刊行した。地域の持続可能性を判断するために、将来人口
推計の結果がしばしば用いられてきたが、その一方で出生や人口移動のモデル化など、地域別将
来人口推計に対する理解は進んでいなかった。そこで、地域別将来人口推計を対象として、理論
的な基礎や基本的な考え方、方法論的な諸課題と現状での対応策、日本や諸外国での実践例や推
計結果の活用例といった事項を包括的に整理し、一冊にとりまとめて書籍として世に問うこと
にした。また、同書には含められなかったが、地位別将来人口推計の結果を利用して、地域別に
出生数を推計するための方法論的検討を行うとともに、実際に推計した結果について公表した。 
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